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韓国の港湾背後地戦略の新しい動向と課題
李　 　　 美　 永
（九州国際大学客員教授、韓国・東西大学校） 
要　旨
　多変化する港湾物流環境に応じて、港湾と都市は、非常に有機的な関係
にありながら成長していく必要がある。特に国際物流機能を円滑に、効率
よく成し遂げるためには、港湾背後団地の役割と機能が非常に重要であ
る。最近、世界の主要国と都市は港湾と背後団地との産業クラスター化に
よって地域の発展を図っている。このような側面から本研究は、韓国の港
湾物流の新しいクラスター戦略のありかたを探って、未来志向的な港湾機
能と背後地の有機的な連携の示唆点を提示する。
キーワード
　港湾背後地、ネットワーク、輸入促進地域、国際物流産業都市、クラス
ター
１．はじめに
　国際的な港湾物流の環境は徐々に熾烈な競争をもたらしている。そのため、
国境を越えたグローバルな物流企業が活躍する時代となった。世界の物流市場
は徐々に一つに統合されている現象を見せているので、ネットワーク化が重要
な戦略要素となっている。これらの物流市場の変化は、港湾と港湾背後地に立
地する港湾都市から新たな準備が要求されるようになった。過去には、港湾と
背後都市の関係が異質的な性格を帯びて発展するケースが多かった。しかし、
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これからは相互に補完性と連携性を持って共に成長している関係で成長してい
かなければならない時代になった。
　このような港湾物流環境の変化に応じて港湾のインフラ的な要素と経済的な
要素により、港湾と都市は、非常に有機的な関係に成長していくことになるも
のであり、特に国際物流機能を実行することができる港湾背後団地の役割が非
常に重要である。例えば、韓国は国際自由都市、自由貿易地域、ロジスティク
ス・パーク、国際物流産業都市、国際ビジネス都市などの様々な名前で地域の
特性化を図っている。
　最近、世界の主要国と都市は港湾と背後団地との産業的なクラスター化に
よって地域の発展を図っている。クラスターは類似した機能間の集積を通じて
取引費用節減、情報交換の効率化、技術と知的財産を集積して、その地域の経
済、文化、環境面の付加価値を極大化しようと試みている。
　このような側面から韓国の港湾物流の新しいクラスター革新戦略のありかた
を探って、未来志向的な港湾機能と背後地の有機的な連携の示唆点を提示する
ことが本研究の目的である。特に、港湾と背後都市が同時に開発される場合、
相互の発展方向と戦略をどのように共有しながら開発すべきかについて述べる。
２．グローバル物流環境と韓国港湾物流の課題
　世界はグローバル市場化によって国際物流産業規模が大きく成長している。
2005年の世界ＧＤＰは43兆1,610億ドルであり、その中で国際物流市場の規模
は6兆ドルで世界ＧＤＰの13.8％を占めている。世界上位500大企業の70％が物
流部門を３ＰＬ企業にアウトソーシングしている。2010年の国際物流市場は
2005年に比べて50％成長した９兆ドルに拡大された。2010年基準で過去５年間
の国際物流市場成長率は7.9％で、世界経済成長率6.4％を上回った1。
１　EU, “Freight Transport Logistics  in Europe”, Commission of The European 
communities, Brussel, 2011 / CIA, www.cia.gov 参照。
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　特に、中国の急激な経済成長とインド、タイ、フィリピンなど東南アジアの
生産と消費の拠点化によって、国際物流市場はアジア地域を中心に拡大してい
る。2010年まで中国を除いてアジアの国際物流市場の規模は２兆ドル、中国は
9,000億ドルで、2005年に比べてアジア13.4％、中国20.7％の成長率を示した
（図−１）。このようなアジアの国際物流市場の拡大は、国際物流分野の競争激
化とともに市場の統合化を図る可能性が高くなる。特に、ＩＴ技術の発達によ
り生産拠点と物流機能との効率性を高めて、製造業、船会社、国際物流専門企
業（３ＰＬ）の市場進出を促進させている。
図−１　アジア物流市場の成長展望
（単位：億ドル）
資料：Transport Intelligence, Global Logistics Strategies, 2009.
　従って、国際物流市場は超広域経済圏を中心に再編して、EU、BRICs、アジ
アへと連携する巨大新規国際物流市場の形成が予想される。このような状況の
中で、韓国の物流産業は内需不況で伸び悩んでいるが、国際的な物流ネット
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ワーク構築など国際物流の付加価値を向上する政策を展開している。2010年現
在、韓国物流企業の国際物流市場への影響は微々である。例えば、2010年に韓進
海運、現代商船等の売上高は、アメリカのUSPS（United States Postal Service）
の売上高に比べると0.7％、0.6％に止まっている。総合物流企業の大韓通運は
DPWN（Deutsch Post World Net）の1.4％である。港湾運営会社の新鮮台コ
ンテナ・ターミナル会社はHPH（Hutchison Port Holdings）社の3.3％である2。
　このように韓国の物流企業は世界大手国際物流会社に比べて経営規模や競争
力も弱い状況である。物流基盤施設の競争力も世界29位で、港湾、空港、背後
物流施設の拡充が必要である。また、港湾労使関係の不安定、複合一貫輸送シ
ステムの不整備などの課題を抱えている。
３．主要外国の港湾背後地開発動向
　主要外国の港湾背後地の開発戦略は各国の地理的な環境や経済的な必要性に
よって異なっている。本項では、オランダ、シンガポール、中国、日本の港湾
後背地開発の戦略的な特徴を調べた概要を述べる。
　第１に、オランダは、欧州の通常、物流、流通面での関門的役割を果たして
いるロッテルダム港がある。ヨーロッパ大陸の代表的な港湾物流拠点である。
オランダは、これらの港湾物流機能を効率化させるために連携輸送、物流サー
ビス、生産拠点、物流基地、産業団地としてクラスタ化されています。一般的
な配送センターの‘Distribution Center’は、単純な貨物の保管やクロス・ドッ
キング（Cross-Docking）機能を果たしているところが多いが、‘Distribution 
Park’のような物流基地では、さまざまな国際物流サービスが提供されるよう
な背後地として開発して付加価値を高めている。 特に、港湾背後地域とヨー
ロッパ内陸の背後地を連携する複合一貫輸送に対応した総合物流センターが
２　Transport Intelligence, Global Logistics Strategies, 2009.
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Halfweg、Dierenstein、Nieuwegadering、Donkersloot、Noordなどの都市
に15万平方メートルから80万平方メートルの規模で立地している。物流産業団
地型はWaalhaven-Zuidの100万平方メートルの規模で立地している3。
　第２に、シンガポールは、 港湾背後地を積み替えと連携輸送との物流サポー
ト機能を効率よく構築しているが、特に‘Distribution Park’と‘Industry Park’
に大別して開発した。まず、Distribution ParkはKeppel、Alexandria、Tanjong 
Pagar、Pasir Panjangの４つの物流団地を造成しており、その後背地には、
民間資本で多くの物流クラスターを形成している。チャンギ国際空港とジュロ
ン工業団地などに隣接し、製造業、中央流通センター、複合輸送業者、貿易、
倉庫業などのクラスター戦略を展開している。特にシンガポールの物流団地
は、２〜10階内外の高層物流センターを運営することにより立地の効率性を高
めている。産業団地の場合には、先端産業と化学産業のクラスター化が進み、
JTC（Jurong Town Corporation）は、ジュロン工業団地を開発してジュロ
ン・ポート（Jurong Port）と物流連携システムを構築している。このような
シンガポールの港湾物流のクラスタの用地は、製造工業団地3,200㌶（ha）、物
流産業団地80.8㌶（ha）として活用している。シンガポール港湾物流産業の付
加価値は、2010年に全産業の5.9％を占めている。
　第３に、中国は、外国企業の誘致を優先しながら輸出政策を積極的に推進し
ている。海外市場と中国内の生産拠点との連携の重要な役割を果たす港湾と背
後地を広範囲にクラスタ化している。まず、保税区は、対外貿易の拡大を目的
に開発し、税関の管理・監督によって保税制度を導入している地域である。外
国人及び外国商品の搬入と搬出を自由に許可している特別経済区域である。輸
出加工区域（Export Processing Zone）は、中国の加工貿易を円滑に支援す
るための‘経済技術開発区’の内に特別に指定されている輸出促進地域として
３　Hyung In Chin (2011), “Port Centered Global Supply Chain Management and 
Hinterlands Utilization-Focused on Incheon Port-”, Korean Journal of Logistics, 
Korea Logistics Society. pp7-14.
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関税の免除地域である。保税物流パーク（Bonded Logistics Park）は、中国
の国務院が許可する保税区として港湾区域と隣接した港湾国際物流産業を促進
させるために設置した区域である。保税機能と物流団地機能を結合した類型で
ある。保税港区（Bonded Port）は、「中華人民共和国税関保税港区管理施行
特例」によって設置される区域である。特に港湾と連携した特定経済区域内に
物流、流通加工等の機能を果たしながら税関の管理・監督を受ける地域である。
　第４に、日本は、輸入促進地域（Free Access Zone）と自由貿易地域（Free 
Trade Zone）に大別される。 輸入促進地域（Free Access Zone）は、22個の
港湾地域に輸入促進地域が設けられている。外国から作られた日本製品や外国
製品の輸入業務を円滑に支援する区域である。1992年から港湾、空港あるいは
その周辺地域に輸入促進地域を指定して、輸入貨物の取り扱いや保管施設、展
示、流通加工及び卸・小売支援施設をクラスター化して輸入貨物の物流コスト
の低減とともに迅速な輸配送を図っている。自由貿易地域（Free Trade Zone）
は、関税法によって定められた「保税区域制度」とFTZに入居する企業への税
制上の優遇措置を結合した制度として、初めて1987年12月に沖縄へ設置された。
４．韓国の港湾背後地開発計画と現状
　⑴　港湾背後地の開発計画
　韓国政府は、港湾関連物流分野の機能を活性化すると共に港湾物流サービス
の質的な向上をビジョンとしている。2001年に韓国の主要貿易港の背後地を港
湾機能と有機的に連携するために総合物流団地開発計画を樹立して、その計画
の推進のために港湾法を改正した。
　改正法の主要内容は、港湾背後団地開発のための団地の定義、導入施設リス
ト、政府支援条件、開発主体等を明記した。「港湾背後団地総合計画」は、５
年毎に更新することになっている。この計画は2002年に第１次総合計画を樹立
して推進している。この主要計画内容は次の通りである（図−２）。
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　最初に港湾背後地として指定されたのは光陽港であり、2003年２月事業計画
樹立してから３年後の2006年２月に５万坪の敷地に海外資本を含む民間の３社
の賃貸が完了された。2006年６月には釜山新港の北コンテナ・ターミナル10万
坪の敷地を14のコンソーシアム会社が競争して、７社が選定されて賃貸を完了
した。
　韓国の港湾背後地指定及び開発が優先的に行われている場所は、国家の中心
港湾機能として指定されている釜山新港と光陽港の背後団地である。釜山新港
の場合、優先的に北コンテナ埠頭の背後地56万坪を始め、港湾物流支援、支援
業務機能団地等で立地している。南コンテナ埠頭の敷地43万坪、熊同地域163
万坪を造成している。光陽港は58万背後地に物流、商業、業務、加工組立用地
として確保し、ハポー西地区は53万坪の敷地を拡充している。以上の港湾以外
にも平澤港の背後地48万坪、仁川港103万坪を開発予定である。
図−２　韓国主要港の港湾背後地拡充計画
（単位：千㎡）
資料：農林水産食品部、｢貿易港の港湾背後団地開発計画｣内部資料で作成、2010。
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　⑵　主要港湾の背後団地特徴
　前項でも述べた通り、韓国の港湾背後地は2020年まで継続的に拡充する予定
である。しかし、2010年現在、港湾背後地を物流産業地として活用されている
面積は少ない。従って、本項では、釜山新港、光陽港、平澤・唐津港を中心に
港湾背後地の開発特徴と課題を検討する。
　第１に、釜山新港の背後団地開発特徴である。釜山新港の背後地は2006年か
ら順次に開発されて、2011年12月現在、４つのコンテナターミナルが17バス開
発されて供用中である。新港の取扱貨物量は775万TEUで、釜山港トータル取
扱量1,618万TEUの47.9％を占めている。2012年１月からスタートしているBNCT
ターミナルの運営が本格化されているので、2012年の新港湾の取扱貨物量は
50％を上まり、旧釜山港よりコンテナターミナルとしての機能は活性化される。
釜山新港の背後物流団地は 新港、鳴旨、智士、頭洞、熊洞の５つの開発地区
になっている4（図−３）。
図−３　釜山新港背後地の経済自由区域開発計画図
出所：釜山鎮海経済自由区域庁内部資、2012。
４　釜山新港湾コンテナ・ターミナルホームページ（htp://www.pncport.com）参照。
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　韓国政府は北東アジアが世界経済の中心になっていくことにつれ、外国人の
投資を促すべく、六つの経済自由地域を指定した。そのうち、西釜山圏に位置
する釜山鎮海経済自由区域（104.8百万㎡/25,152エーカー）は、外国企業の
ニーズに応じた最先端の国際ビジネスセンターとして発展させるために造成さ
れた。釜山鎮海経済自由区域は釜山港を始めとする主要物流インフラに隣接
し、蔚山、昌原、馬山、四川、巨濟等の周辺産業都市へのアクセスが容易な立
地環境である。釜山鎮海経済自由区域には外国人学校、病院など入居外国人の
便宜を図るとともにその経済活動を支援できる様々な施設が設けられる予定で
ある。外国為替取引に対する規制を緩和するほか、外国語による行政支援サー
ビスも提供する計画もある。釜山鎮海経済自由区域は新港湾、鳴旨、智士、頭
洞、熊洞などの五つの区域に分けられ、それぞれの独自性は確保しながら相互
にシナジー効果を発揮できる構成となっている。また、外資系企業をサポート
するために、その業種や投資規模に応じた各種のインセンティブや支援制度を
用意している。
　第２に、光陽港の背後地開発特徴である。光陽港の背後物流団地はコンテナ
ターミナルの背後地に位置して、東背後団地198万㎡と西背後団地175万㎡規模
に構成されている。2005年に開発がスタートして、2011年現在、東背後団地が
完工されて企業の入居も終わった（表−１）。
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表−１　光陽港背後地の物流団地開発現状
地　　域 入　居　企　業
面　積
(1千㎡)
所 有 権
側背後団地
1、2段階  大韓通運㈱など
2,056
国土海洋部
3段階 KF-Netなど 光陽市
中馬埋立地 中馬埋立地 スタインベックなど 167 光陽市
コンテナター
ミナル
1〜2-1 HSGT 1,439 国土海洋部
2-2〜3-2 KIT、大韓通運 2,597 国土海洋部
港湾関連敷地 世邦LME 世邦など 495 国土海洋部
西側背後団地  1、2工区 未定 2,125 国土海洋部
出所：麗水光陽港湾公社内部資料、2010。
　光陽港の背後物流団地の機能は釜山新港と類似しているが、特に、2008年４
月に黄金物流センターは44,000㎡規模でオープンして、分類、組立、流通加
工、展示等の複合物流機能を果たしながら５つの外国人投資企業が運営してい
る5。光陽港の背後地経済圏は、国家産業団地２ヶ所、地方産業団地２ヶ所、
経済自由区域として 麗水、順天、河東地域の産業団地が指定されている。特
に石油化学、製鉄関連分野が特性化されている。しかし、背後団地に入居して
いる企業の物流需要の創出に向かってのクラスター化には微々である。
　第３に、 平澤・唐津港の背後地である。平沢・唐津港は韓国の生産と消費の
中心である首都圏と中部圏の物流拠点港湾で、中国および東北アジアの物流ハ
ブ代表港湾に成長している。2011年現在、49バースを運営中で2015年までに68
バース、2020年までに79バースを開発して、今後「黄海経済自由区域」の物流
基地としての役割を遂行する予定である6。
５　麗水光陽港湾公社内部資料（2010）と麗水地方海洋港湾庁ホームページ（http://
yeosu.mltm.go.kr）参照。
６　韓国船修理工業共同組合（http://ksric.com/ship_news/ship_news01_view）
2012.1.25
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　黄海経済自由区域は、2008年４月に韓国政府から指定されて、首都圏・中部
圏の輸出入貨物の効率的処理と産業立地支援港湾としての港湾背後地機能を強
化している。特に、対中国物流量の53%が首都圏・中部圏で発生することから
中国との輸出入拠点として対中国付加価値中枢物流産業団地として開発してい
る。
　平沢・唐津港の背後地の特徴は、地理的に中国の栄成388㎞、大連482㎞、青
島593㎞、日照689㎞等の地域と近距離に位置して、中国との航海距離24時間以
内で韓中超広域経済圏内に位置する利点がある。岸壁の水深も14mで５千
TEU級以上の大型船舶の寄港も可能である。また、ソウル、首都圏、天安、
大田、清州などの大都市が半径80㎞以内に位置して、港湾の背後地には、自動
車、ディスプレイ、製鉄等の産業ベルトが形成されているので首都圏および中
部圏の国際物流拠点である。
５．港湾背後地の物流CLUSTER戦略と課題
　これからの港湾背後地の国際物流クラスター戦略の展開においては、幾つか
の前提条件が必要である。
　第１に、多様な国際物流機能のクラスター化に対応して政府、地方自治体の
基盤造成強化である。港湾支援機能、国内物流支援機能、産業連携機能、販
売・金融ビジネス機能等国際ビジネス・港湾・港湾背後機能との連携性を考慮
した基盤造成の強化が必要である。特に、水平的な・垂直的な連携産業のシナ
ジー効果を拡大すべきである。
　第２に、国内外の物流ネットワークの強化である。国内外の大手国際物流企
業の誘致によって技術、情報、ノーハウ等を確保して多様な国際物流サービス
に対応する。特に、中国、日本、韓国、東南アジアとのネットワーク確保は肝
要である。単なる貨物誘致競争ではなく、資本、ノーハウ、人材まで統合して
クラスター化することである。
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　第３に、港湾の背後地と都市機能との連携性強化である。これまでは交通イ
ンフラ構築が全てのようであったが、情報、人的資源の共有、交換性を高めた
り、廃棄物等の都市環境問題までも支援するグリーン・ポート、グリーン・ロ
ジスティクス志向の連携性確保である。すなわち、これからの港湾物流クラス
ターは市場のグローバル化によって、貿易、物流、企業、技術、国際文化、環
境等の機能を考慮した連携性の強化が必要である。
　前項で韓国港湾背後地の開発状況を述べたとおり、韓国の港湾背後地の開発
計画は、国際物流産業の活性化のために経済、環境、立地、市場、労働、教育
等の条件を港湾機能と連結しながら港湾の一定地域をクラスター化する戦略を
展開している。しかし、本項では上記の前提条件に沿って、幾つかの課題と改
善策を検討する。
　第１に、港湾背後地物流クラスターの推進主体を素早く構成して、基盤イン
フラを整備して国際社会、知識、資本、情報、技術が集積するネットワークの
構築である。すなわち、国際物流革新クラスターのビジョン・プロバイダー、
システム統合者、国際物流専門会社の確保が必修である。
　第２に、港湾機能と背後地機能を最適に分担してネットワーク間の機能重ね
や非効率性を防ぐことである。背後都市、背後物流団地、港湾、海外拠点間の
クラスター構成主体の基盤を揃えて国内外の複合一貫物流システムを確保す
る。そして、グローバル生産拠点、アジア国際物流拠点、国内広域物流ネット
ワークをクラスター化する。
　第３に、背後都市との連携システムを構築する。特に、グリーン物流システ
ムの連携によって都市と港湾背後地が密着した港湾物流クラスターが必要であ
る。例えば、ビジョン・プロバイダー（vision provider）、システム統合者
（system organizer）、専門供給者（specialized supplier）等の主なクラスター
構成主体が最適に役割分担して背後都市と港湾背後地、港湾との有機的な連携
システムの構築を考えることである。、即ち、ビジョン・プロバイダーは源泉
技術の開発や産業の発展方向、人材供給、ベンチャー企業の育成し、システム
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統合者は商品化を果たし、専門供給者は国際物流サービス、マーケティング、
法律、デザイン等を支援して背後地産業の製品・商品・サービスの質的な向上
を図る際に背後都市と背後産業団地、港湾との連携システムを効率的に活用す
ることである。
６．湾背後地のCLUSTER構築の推進方向
　本項では、上記で述べた韓国の港湾背後地の物流クラスターの推進方向を提
示する。
　韓国の港湾背後地開発の特徴を前項にて調べて見たが、物流市場のグローバ
ル化に対応してサービスの迅速性と正確性、安全性を確保するために先端施設
化、ハイテック技術、特性化、専門化に取組むべきである。基本的には、グ
ローバル・サプライチェーン構想の中で韓国の交易関係を綿密に分析して、各
港湾背後団地を外国の背後団地との差別化を進むことである。特に韓国の製造
産業がＲ＆Ｄ型クラスター、付加価値重視型クラスター、先端技術部品産業ク
ラスター、製品のブランドイメージ・アップクラスター等の様々類型に再編す
る動きがあることも考慮しながら推進することが必要である。
　2011年３月に韓国の海洋水産開発院長は、国際シンポジウムで‘環東海圏の
ロジスティクス・ゴールドウェイ（Logistics Goldway）のビジョン’を提案
している。経済、文化、物流の中心国家として‘汎グローバル物流ネットワー
ク（Trans-Global Networks）構築’の重要性を表している。従って、韓国の
港湾背後地を東北アジアの国際物流拠点として開発するクラスター戦略を推進
している。
　以上の状況で、韓国の港湾背後地の物流クラスターの推進方向は次の通りで
ある。
　韓国の港湾背後地のクラスターは、同一産業と支援、あるいは関連産業のク
ラスター化によって競争と協力を通じてシナジー効果を高めるように産業集積
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化を進むことである。韓国の各港湾の背後地別特性化されたクラスターは水
平・垂直的に協力するシステムを前提において開発することが大事である。
　韓国港湾背後団地のクラスター類型は海事クラスター、港湾物流クラス
ター、産業クラスター、製造クラスター、国際流通クラスター等に区別され
る。例えば、産業クラスターと製造クラスターは、自動車部品、半導体、造船
機資材等のクラスターのように製造業別により細分化して特性化することであ
る。これは、過去の工業団地とは違って、特定産業の同種、あるいは関連部品
企業群でクラスター化してシナジー効果を向上させる。また、国際ビジネスを
支援するサービス型クラスターは、背後地内企業のグローバル・ワンストッ
プ・サービスを提供するクラスターとして、グローバル・スタンダードに合わ
せた開放性と弾力性を保ながら港湾背後地の物流クラスターシステムを構築す
ることである。
　以上のような港湾背後団地のクラスター構築の支援方案は、次のような点を
注目すべきである。
　第１に、港湾、港湾背後地、背後都市間の産業団地を連携してリードするク
ラスター共同運営主体を組織することである。施設と敷地の共同確保及び拡
充、投資誘致、マーケティング活動の効率性を高める目的である。
　第２に、制度やインセンティブの強化である。税制の優遇措置はどの港湾背
後地も同じに標準化されている。しかし、港湾背後地の地理的な位置やビジネ
ス環境によって多変化しているので、各港湾背後地ごとに弾力的に対応するこ
とである。金融サービス制度も一般銀行向けも必要であるが、韓国産業銀行、
韓国輸出入銀行等の国策銀行を通じてのインセンティブ制度を強化することで
ある。
　第３に、港湾背後地のクラスターが安定的に推進されるためには、背後団地
基盤施設の開発を最短期間に完了して、国際物流ニーズに素早く対応するため
のグローバル物流情報、知識、技術、人材を確保するためのソフトインフラを
同時に構築することである。
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７．おわりに
　本稿では、グローバル物流環境と韓国港湾物流の課題、主要外国の港湾背後
地開発動向、韓国の港湾背後地現状と開発計画、港湾背後地の物流CLUSTER
戦略と課題、推進方向について考察した。特に、韓国の港湾背後地の開発特徴
を調べた上で、それぞれのクラスター化戦略を取組んでいる現状の問題点と改
善方向を提案した。最後に、韓国の港湾背後地のクラスター戦略は経済自由区
域の指定や国際物流産業都市の開発など、Ｒ＆Ｄ型クラスター、部品と半製品
型クラスター、国際ビジネス支援サービス型クラスター等の構成を志向しなが
ら、各港湾背後地のクラスターが水平・垂直的に連携することが重要である。
　これから本研究を発展させるためには、グローバル・サプライチェーンの観
点からより具体的な調査、研究が必要である。末筆ながら本研究は東西大学校
による2012年の特別研究奨励助成を頂き実施した。ここに、深く感謝する次第
である。
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ABSTRACT
New Trends and Challenges of Strategic Port Hinterland in South Korea
Mi Young Lee
(Dongseo University)
　Depending on your environment to change multi-port logistics, port and city, it is 
necessary to grow and yet very organic relationship. Smoothly, in order to achieve 
better efficiency, the role and function of the complex behind the harbor is very 
important especially international logistics functions. Recently, the world's major 
cities and countries are aimed at the development of regional industrial clusters and 
complexes by mosquitoes and behind the harbor. In this study, we explore the nature 
of the new cluster strategy of port logistics in Korea, to present a point of suggesting 
organic coordination between hinterland and port functions, such as future-oriented 
aspects of this.
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